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１．
本モジュールの目的は、効果的な同時税務調査実施のための実践的指針を、権限ある当局の当局者、税務調査官、および他の関連する税務当局スタッフに提供することである。本モジュールは、同時税務調査についてのガイドラインを現在持っていない税務当局に手引きを提供し、税務当局が実施している他の手続を置換するのではなく補完することを目指している。同時税務調査を行う際に、職員が本モジュールを参照することが推奨される。

２．
また、権限ある当局が、同時税務調査に配属された税務調査官を含む関連する税務当局スタッフに、情報交換に関する教育を行う際、本モジュールを参照することが推奨される。
３．
本モジュールを開発する際、同時税務調査の取り組みに関するOECDモデル協定（OECD Model Agreement for the Undertaking of Simultaneous Tax Examinations）と北欧諸国間同時税務調査のためのガイドライン（Guidelines for Inter-Nordic Simultaneous Audits）を考慮した。
４．
同時税務調査を効率的に実施するために、各国は、二国間または多国間の覚書、臨時の取り決め、その他他国との類似の法的文書の協議を行いたいと思うだろう。そのようなとき、適切な文書を作成する基礎として、例えば「同時税務調査の取り組みに関するOECDモデル協定（OECD Model Agreement for the Undertaking of Simultaneous Tax Examinations）」と本モジュールを併せて利用することができる。


５．
同時税務調査は、関連情報を交換するために、共通あるいは関連する利害を有する二カ国以上の国々が、同時にかつ各自の領域で独立に納税者の税務調査を行ない、そのようにして情報を入手する取り決めである。
６．
同時税務調査は、税務当局によって利用されるコンプライアンスとコントロールのツールとして、国際的な租税回避および脱税が疑われる事案で効果を発揮する。調査は直接税および間接税の両方に関連している可能性がある。同時税務調査は、各国の現行法および手続の悪用または不正使用を明らかにする。また、同時税務調査は、税務管轄区域間の情報交換に関する高い効率性を確保し、関連する全事業活動の包括的な調査を可能にする。同時税務調査は、様々な締約国の税務当局からの問い合わせを調整し重複を避けることによって、納税者のコンプライアンスの負担を軽減すると考えられる。同時税務調査は、二重課税の回避にも役立ち、OECDモデル租税条約第25条の類似規定に基づく相互協議手続きに後から委ねなければならなくなる必要性を防止する。
７．
同時税務調査を多年にわたり実施しているいくつかの国は、同時税務調査は有益で生産的な管理ツールであると報告している
。脱税スキームの多国間的側面が増大し、税務当局間の国際協力の必要性が高まっていることを背景として、多国間の同時税務調査に対する関心が特に高まっている。
８．
同時税務調査の実施中に、他の形態の国際的租税協力を考慮することができる。例えば、同時税務調査の実施中に、参加国の一つから税務職員を立ち合わせることが賢明である場合がある。これらの状況では、海外税務調査に関するモジュールを参照すべきである。

９．
同時税務調査は情報要請が伴うものであり、以下のいずれかに基づいて実施される。
i）
OECDモデル租税条約（Model Tax Convention）第26条を手本とした二国間租税条約の情報交換条項
ii）
欧州/OECD合同評議会税務についての相互執行協力に関する条約（the Joint Council of Europe and OECD Convention on Mutual Administrative Assistance in Tax Matters）の第8条
iii）
北欧執行共助条約（Nordic Convention on Mutual Assistance in Tax Matters）第12条

iv） 
共助に関するEU理事会指令77/799/EEC（理事会指令2004/56/EC93/2003で修正された）の第8条b

v）
VAT分野の執行共助に関する欧州理事会規則（1798/2003）の第12条。

10．
税務調査によるこのような情報交換は、いずれも上記の法律文書中の規定に基づいて、権限ある当局を通じてなされる。当該情報は同時税務調査の要請に添付される情報要求に対する回答を提供する。他国に関連すると予見できる追加情報を自発的に交換（提供）することは任意である。


11.
同時税務調査は、納税者の正しい債務額を決定し情報交換を容易にするために、特に以下のような事案で利用される。
· 実態に反した形態での取引、コントロールされた融資スキーム、価格操作、費用配分またはタックス・シェルターがからみ、明白な租税回避テクニックまたはパターンが疑われる事案。
· マネーローンダリング、キックバック、賄賂、不正支出等がからんだ申告漏れおよび脱税が疑われる事案。
· 低税率地域がからんだ租税回避または脱税スキームが疑われる事案。
· 消費税リスク（三角取引、リバースチャージ等）が確認される事案。
· 異なる課税管轄区域の納税者間で費用が共有あるいは請求され、利益が配分されている事案。あるいはより一般的に、移転価格問題がからんだ事案。
· 多国籍企業の慣行、複雑な取引、ある産業または産業グループに特有な調査上の問題およびノンコンプライアンスの傾向が識別される事案。
· グローバル・トレーディングおよび新しい金融商品等、特定分野における利益配分方法が用いられている事案 。

12．
同時税務調査は、各国の税務当局者によって、国内法および慣習の枠組みの中で、利用できる情報交換規定を用いて、別々に実施される。

13．
税務当局は、効果的で一貫性のある同時税務調査の実施を確保するために、以下のスタッフの任命を検討しなければならない。
同時税務調査コーディネータ

14．
同時税務調査コーディネータは、税務当局の同時税務調査コンプライアンスプログラムの全体的な管理および調整の任にあたる。実際上、またそれが可能な場合には、同時税務調査コーディネータは、権限ある当局として情報を交換する権限を、適切に授権あるいは委任されていなければならない。これに関連して、同時税務調査コーディネータは以下の責任を負っている。
· 同時税務調査の適切な事案を識別し、他国のカウンターパートと連絡を取り、どの事案を同時税務調査手続に従って調査するかについて合意する。
· 同時税務調査を実施する関連する税務当局職員と効果的なネットワークを作り、必要に応じてキースタッフとのミーティング（例えば、同時税務調査の適切な事案を識別するためのキースタッフとのミーティング）を招集する。
· 同時税務調査の対象に選ばれた事案を指揮、調整する職能上の責任を有する指名代表者を、他の税務コンプライアンス職員と協議の上、任命する。
· 実際的であると考えられる場合に限り、適切に授権または委任された権限ある当局のステータスを指名代表者のために準備する。 

· 同時税務調査のすべての事案において、他国との情報交換の手続きを定める。
· 権限ある当局の権限を授権または委任されている場合（情報交換が行われる可能性のあるミーティングへの出席を含む）、同時税務調査のすべての事案において他国と情報交換を行うか、情報交換の可能な限り早い段階で、適切に授権され委任された権限ある当局スタッフの関与を確保する。 

· 同時税務調査に関して行った活動について税務当局のコンプライアンスマネジャーおよび租税条約相手国に報告する。
· 本文書および他の関連する税務固有のガイドラインについての啓発教育を、関連する税務当局スタッフのために調整実施する。同時税務調査に適用される関連する手続に基づいて調査が実施されたことを確認するために完了した同時税務調査のレビューを実施する
。

指名代表者

15．
指名代表者は同時税務調査を実施する事案のあらゆる実際的側面に関する責任を負う。それらの責任には以下の項目が含まれる。
· 同時税務調査に指定された事案全般の管理、チームリーダー。
· 同時税務調査コーディネータとの連携。
· 調査チームの編成。
· 調査の一部をコンピュータによる調査で行う根拠があるかどうかの一義的な判断。必要な場合、コンピュータサービスコーディネータの任命。
· 調査期間の決定。
· 事案に対する計画段階を含む同時税務調査の全過程における他国の指名代表者との連携。 

· 事案に対する計画の作成および、可能ならば、他国の指名代表者とのスケジュールの同期化。
· 同時税務調査実施への参加。
· 同時税務調査に参加するすべての人が事案の動向についてタイムリーな情報を受け取ることを保証する。
· 同時税務調査が本モジュールおよび、税務当局によって与えられた他の関連するガイドライン、手続およびベストプラクティスに従って行われていることを保証する。
· 行政的および法的に可能かつ保証される場合、他国での調査に参加し、調査を行う
。
同時税務調査調査官（「調査官」）

16．
同時税務調査調査官は、チームリーダー（即ち彼らの指名代表者）が作成した事案プランに従って同時税務調査を実施する責任を負っている。その責任には、関連情報の識別、編集、分析、納税者および彼らの代理人との面接、ミーティング議事録の作成、最終報告書の作成補助等が含まれる。
コンピュータサービスコーディネータ （オプションとして）

17．
コンピュータサービスコーディネータは同時税務調査におけるシステム面の企画調整に責任を負う。北欧諸国間同時税務調査のためのガイドライン（Guidelines for Inter-Nordic Simultaneous Audits）の別表Cにコンピュータサービスコーディネータの職務についての詳細な説明と「コンピュータによる調査のワーキングモデル」が提供されている。

10段階のプロセス



ステップ 1 – 初期事案選択
18．
同時税務調査コーディネータは、それぞれ独立に少なくとも年間ベースで、同時税務調査の対象として提案したい納税者を特定しなければならない。この仕事は、通常、関連する税務当局の調査職員との幅広い連携が含まれる。同時税務調査コーディネータがミーティングを持って同時税務調査の適切な対象になり得る事案について話し合っても良い。
19．
同時税務調査コーディネータは、税務当局のリソースの制約および税務当局の調査実施能力を低下させる他の要因を考慮して、提案する事案の件数を決めなければならない。
20．
各同時税務調査コーディネータは、以下の選択基準に基づいて選択した各々の同時税務調査の事案を、相手方に通知しなければならない。それらの事案が選ばれた理由の説明、および提案につながった情報その他関連情報を提供しなければならない。同時税務調査のために提案されたこれらの事案に適用される時効のステータスに関する情報も提供しなければならない。
事案選択基準
21．
一般的に、同時税務調査の対象に選ばれたどの事案においても、当該参加国の関係会社または恒久的施設を通じて事業を営む納税者（一名または複数名）が関与している。本モジュールのパート 4で同時税務調査の実施が適切と考えられる場合についてあらましを述べたが、そこで取り上げた要因に加えて、以下の要因も考慮に入れなければならない。
· 参加国の税法に対する重大なノンコンプライアンスの兆候。
· 首尾よく対応できた場合参加国に追加税収をもたらす、他の形態の濫用的国際租税回避スキームの兆候。
· 納税者またはその関連納税者の業績が、ある期間にわたり予想される業績に比較して大幅に悪いという兆候。例えば、
· 業績が売上高、総資産等から見積もられる適正な利益を反映していない。
· 納税者が継続的に長期間損失を出しているケース。
· 利益を上げているかどうかにかかわらず、納税者が関連する期間に税金を全くあるいはほとんど支払っていないケース。
ステップ 2 – 適切な事案についての合意
22．
各同時税務調査コーディネータは、上記情報を考慮した上で、次に、彼らの税務当局の適切な職員と協力して、同国が同時税務調査への参加を希望するかどうかについて判断する。税務当局は、判断を行うにあたり、自らの情報源による情報と、同時税務調査を求めている税務当局からの情報を共に考慮しなければならない。これに関連して、同時税務調査コーディネータは、国内法または前述の法律文書の適切な情報交換条項の規定に基づいて、判断に必要な情報があればそれらの入手を求めることができる。 

23．
同時税務調査コーディネータは、書面で、特定の同時税務調査に対する承認または拒否を相手方に通知確認しなければならない（関連する納税者、税目、課税年度および承認または拒否の理由を簡記する）。

24．
同時税務調査コーディネータは、調査を指揮、調整する職能上の責任を有する指名代表者を任命しなければならない。
25．
以上で、同時税務調査コーディネータは、関連する情報交換規定に従って互いに情報交換を申請するか、自発的に情報を提供出来るようになる。
26．
同時税務調査の実施に興味を持つ（利害を有する）二カ国以上で同じ課税年度が調査可能なことが事案選択の前提条件である。

27．
各国の同時税務調査コーディネータは、他国（複数もあり）の相手方に向け宣言することによって、同国は、情報交換条項に従って情報を送付する前に、国内法に従ってその居住者または国民に通知を行う旨を表示してもよい。
28．
指名代表者は、同時税務調査の対象に選定されたあらゆる事案について、調査の一部をコンピュータによる調査で行う根拠があるかどうかを判断する。調査の一部をコンピュータによる調査で行うことが適切である事案では、指名代表者はコンピュータサービスコーディネータを任命するものとする。

ステップ 3 – 予備的調査の実施
予備的調査作業
29．
指名代表者間で初期プラニングミーティングを開く前に、以下の業務が調査官によって実施されていることが好ましい。
1. 財務諸表および所得税申告書の検討、例えば
a) 財務諸表および所得税申告書の分析
b) 関連する主要数値、比率等の計算 

c) 重要な税問題の識別および特定
d) 関連する可能性のあるその他の問題の識別および記録
2. 
グループの組織、例えば
a) グループ構造
b) 株主構造
c) グループ取引
d) 会社間勘定
e) 税務当局内部で利用できる情報の検討：

i. 履歴
ii. これまでの通信
iii. これまでの事案、決定または判断
iv. 調査にとって重要な特別な他の事情
f）
他の税務当局から入手した関連情報。

ステップ 4 – 納税者との接触
30．
同時税務調査手続に従って調査される納税者に対する最初の接触は、参加国によって同時、あるいはできる限り互いに近接した時期に行なうことが推奨される。
31．
納税者への調査の通知に関する各国の正式な規則が遵守されなければならない。一部の国々では、調査対象に選ばれた納税者に対して十分な通知期間が与えられる必要がある。したがって、同時税務調査を開始する税務当局は、他国における通知に関する権利に関する正式な規則について、プロセスの早い段階から知っていなければならない。

32．
納税者との接触は、予備的調査（ステップ 3）実施中かそれ以後、初期プラニングミーティング（ステップ5）より前に行なうべきである。
ステップ 5 – 初期プラニングミーティング
33．
選択された事案の調査を各国で実際に始める前に以下の目的で初期プラニングミーティングを行う。
· 調査すべき共通の関心分野を定義する。
· 同時税務調査の効果的な調整を確保するための戦略を共同で策定する
。
· 調査の実施を各国が提案する方法について理解する（例えば、これには調査時期および範囲、予備的調査、納税者との面接、および報告手続についての提案を相互に通知することが含まれる）。
· 各国が調査すべき内容を理解する。
· 各種の目標日について合意する。
· 関連する技術的問題を討議する。
· 各国間の情報交換方法に関するベストプラクティスについて合意する
。
· ある国の調査官が他国の調査に参加できるか、また、望ましいと思われる場合はその旨の合意を行うことができるかどうかを確認する。
· 調査の一部をコンピュータによる調査で実施すべきかどうか確認する。
34．
同時税務調査を提案する国の指名代表者が初期プラニングミーティングを主催すべきである。

35．
例えば、費用、日程上、またはその他の制約によってそのようなミーティングが開催できない場合、指名代表者は同じ結果を達成できる他の連絡方法（例えば電話会議、電話、文書の交換）を用いることに合意すべきである。

ステップ 6 - 納税者とのミーティングおよび面接
36．
納税者と調査官の準備的なミーティングの間に、指名代表者は、関連する税務当局間での情報交換方法およびその法的根拠を含め、納税者に同時税務調査について通知しなければならない。
37．
調査官は納税者から以下の情報を入手するように努めなければならない。
· 概要 – 納税者の事業活動、沿革、動向等
· 現在の株主構成およびグループの構造
· コンピュータを含む報告および会計システムの説明
· 経理プランおよび会計上の指示
· 外部監査人による報告
· 他国のグループ会社との商取引および経済的取引についての詳細
· 移転価格に関するグループの方針の詳細
· その他のグループ内取引についての詳細
· グループ内取り決めまたはグループ内規（例えば会計に関する）についての詳細
· 取締役会の記録
· 調査対象納税者に特有なその他の詳細
ステップ 7 – さらなる調査
38．
異なる国々の税務当局者の協力が効率的で有効な同時税務調査に必要であることが強調されなければならない。指名代表者は、互いの作業スケジュールをできる限り同期化させ、合意した定期的なベースで連絡を取り合うよう努力すべきである。
39．
同時税務調査の実施中、指名代表者は、参加している調査官が各国における調査の進捗について十分な情報を継続的に提供されることを保証しなければならない。これは、例えば定期的な情報シートやニュースレター等によって達成される。（指名代表者は、）必要に応じ、参加している調査官とミーティングを開催し、同時税務調査で得られた経験の交換、次のイニシアチブの計画を行うことが必要である。
40．
情報交換は、同時税務調査参加国間の文書中の情報交換の条項に従って実施されなければならない。従って、情報交換が合法的に、そして情報交換に関する税務当局の手続に従って行われることを保証するために、同時税務調査コーディネータ（または他の委任あるいは授権された権限ある当局の当局者）は、情報交換が行われるすべてのミーティングに出席しなければならない。
41．
同時税務調査の実施中に潜在的な二重課税問題が現れた場合、
· 納税者は、相互協議手続の開始の申請を、同時税務調査がなかったと仮定した場合に予想される相互協議手続の開始の申請時期よりも早い段階で行うことができる。 

· 権限ある当局の代表者たちは、相互協議が要求される可能性のある当該税額の調整に関する事実に基づいたより完全な証拠を集めることができるだろう。
ステップ 8 – 事案のまとめ
42．
いずれかの国が同時税務調査の継続は有益でないと結論した場合、その国はかかる決定を行った後できる限り早く、書面で他の国々へ通知することによって、調査から離脱しなければならない。
43．
同時税務調査は、各参加国の指名代表者間で（好ましくはミーティングによる）調整および協議を行った後に結論を下すべきである。この協議において、指名代表者は、同時税務調査を受けた分野の中で、さまざまな国の間で法律上の一致がある分野に関しては、納税者について共通の立場に立つことに合意するよう努力すべきある。この協議の段階は納税者との最終協議の前に実施されなければならない。

44．
調査によって提起された二重課税に関する問題の解決は相互協議に委ねられる。

ステップ 9 – 最終報告書

45．
同時税務調査の終わりに、指名代表者は達成結果の要約およびこれらの結果を達成するために実施した手続の評価を含む包括的な報告書を作成しなければならない。
46．
透明性とプログラム改善の可能性のために、この報告書は同時税務調査の他の参加国との間で交換されるべきである。 

47．
指名代表者はまた同時税務調査コーディネータに報告書の写しを提供しなければならない。 

48．
最終報告書は以下の分野をカバーしているものとする。
概要
· 実施した同時税務調査の要約および達成成果（定性的、定量的）

· 達成成果の一部が同時税務調査手続に直接帰せられるかどうかに関する説明（同時税務調査手続に直接帰せられるとする理由を含む）

· 納税者が調査官の結論を受入れているかどうかおよび/または今後納税者がどのような行動を取る可能性があるかに関する説明。

所見
49．
同時税務調査によって各国の現行法のシステマチックな悪用が明らかになることがよくある。したがって、報告書は以下の事柄について言及することが推奨される。
· 他国の法律および税務行政の違いをシステマチックに悪用した取引その他の事項
· 参加国の租税条約の好ましくないまたは予期していなかったいかなる利用
50．
納税者が同時税務調査の実施をどのようなものと認めたかについて報告することも重要である。このために、報告書は以下の事柄についても触れるべきである。
· 同時税務調査の実施過程で納税者に対応していく上での問題または困難
· 同時税務調査を受けた納税者のコメントおよびその他の反応
51．
税務当局による協力分野の開発を支援し同時税務調査の実施手続を改善するために、指名代表者が以下の点について個人的な意見を述べることが重要である。
· 全体的な参加国間の協力水準
· 参加国間で交換された情報の質および適時性
· 同時税務調査手続が十分に機能しなかった分野
· 改善提案
· 今後より効果的な同時税務調査を実施していくためのその他のコメント
ステップ 10 – プロセス改善の実施
52.
継続的な改善サイクルの一環として、同時税務調査コーディネータは、最終報告書に含まれているフィードバックに基づいて、同時税務調査コンプライアンス手続およびプログラムの改善に努めなければならない。
53．
税務当局の同時税務調査手続および/またはプログラムへの重大な変更は、同時税務調査コーディネータを通じ、関連する他の国々に通知されねばならない。
54．
同時税務調査手続および/またはプログラムに関する教材/コースを改訂してこれらの変更を反映させなければならない。
別添 1　
同時税務調査の取り組みに関するOECDモデル協定（OECD Model Agreement for the Undertaking of Simultaneous Tax Examinations）（略）
別添 2　北欧諸国間同時税務調査のためのガイドライン（Guidelines for Inter-Nordic Simultaneous Audits）（略） 
ステップ 1 – 最初の事例選択


税務当局が同時税務調査のための適切な事例を個々に検討する





ステップ 2 – 適切な事例についての合意


同時税務調査のための適切な事例が税務当局間で合意される





ステップ 3 – 予備的調査の実施





ステップ 4 – 納税者への接触


納税者に接触し同時税務調査について通知する





ステップ 5 – 最初の計画の打合わせ


調整等のために指名代表者間で最初の計画の打合わせを行う





ステップ 6 – 納税者との面接





ステップ 7 – さらなる調査


同時税務調査における納税者との面接後のフェーズ





ステップ 8 – 事案のまとめ





ステップ 9 – 最終報告書





ステップ 10 – プロセス改善の実施


同時税務調査のコーディネータが推奨されたプロセス改善を実施する

































































� 例えば、北欧諸国の税務当局はここ数年多国間同時税務調査に取り組み、直接税とVATの両方で成果を上げている。


� 条約締約国はデンマーク、フィンランド、グリーンランド、アイスランド、フェロー諸島、ノルウェーおよびスウェーデン。


�税務当局内の構造および責任分担によっては、他の職員がこれらの業務を実施しても良い。


�  海外税務調査に関するモジュールを参照。


� ある特定の状況かつ実行可能な場合、税務調査のプロジェクトマネジメントに責任を有する国を指名することがこれに含まれる（例えば北欧ガイドラインでは、リードコーディネータあるいは「プロジェクトリーダー」は監査を提案した国が務めている）。


� 同時税務調査コーディネータおよび/または権限ある当局のスタッフメンバーは、同時税務調査手続全般にわたってすべての情報交換の問題について助言を求められなければならない。
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